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３監第18号

令和３年８月19日

東 御 市 長 花 岡 利 夫 様

東御市監査委員 北 澤 昌 雄

東御市監査委員 塩 川 壽 友

東御市監査委員 依 田 俊 良

令和２年度東御市公営企業会計決算審査の結果について

地方公営企業法第30条第２項及び第３項の規定により、東御市公営企業会計の決算について審

査したので、次のとおり意見書を提出する。

記

１ 審査の対象

（１）令和２年度東御市水道事業会計決算

（２）令和２年度東御市下水道事業会計決算

（３）令和２年度東御市病院事業会計決算

２ 審査の期日

令和３年４月22日及び令和３年７月19日から８月24日までの間

３ 審査の概要

この審査に当たっては、提出された決算書類及び付属書類（補足説明資料含む）が、諸法

令、基準に準拠し、かつ予算計画に沿って事業が実施され、各公営企業の経営成績並びに総

合収支、財政状態が適正に表示されているか、決算計数に誤りがないか等を重点に審査した。

審査にあたり、貯蔵品棚卸監査及び例月出納検査並びに定期監査の結果を踏まえて、会計

帳票・証拠書類との照合、現物の実査や検証等を実施した。

また、各事業の経営内容を的確に把握するため、計数の分析を行い、他行政との比較をす

るなど、経済性・合理性の状況、施設利用の効率性及び公共性の確保等についても考察した。
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４ 審査の結果

（１） 提出された関係書類は、所定の基準に準拠して作成・処理されており、その計数は正

確であり、経営成績並びに総合収支、財政状況が適切に表示されていると認めた。

（２） 水道事業会計は、独立採算制の趣旨に沿って予算編成がされ、支払利息の減少及び事

業の合理化に努められた結果、令和２年度純利益 126,868 千円となり、前年度純利益

121,561千円と比べて5,307千円増加した。

（３） 下水道事業会計は、独立採算制の趣旨に沿って予算編成がされ、コロナ禍における巣

ごもり需要による使用料の増及び統廃合事業の推進による処理場の維持管理費の削減に

努められた結果、令和２年度純利益155,679 千円となり、前年度純利益137,234 千円と

比べて18,445千円増加した。

（４） 病院事業会計は、病床稼働率が66.5％と前年度の79.5％に比べ13.0ポイント減少し

たものの、同床規模の全国公立病院平均を上回った。また、１日平均患者数の内、入院

患者数は39.9人で前年度の47.7人に比べ7.8人減少し、外来患者数は269.3人で前年

度の316.0人に比べ46.7人の減となった。

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、医業収益は令和２年度

1,401,079 千円と前年度決算額1,540,925 千円と比べて139,846 千円減少した。

また、一般会計から病院事業会計への繰入金（交付税措置分等を含む）の合計は

441,060千円となり、前年度と比較して62,034千円増加したが、その内の経営健全化分

等の繰入金177,756千円（新型コロナウイルス感染症対策等補助金17,756千円を含む）

は、前年度繰入金160,000千円より17,756千円増加となった。（21ページ参照）

（５） 後述の審査意見や別途報告の令和３年度定期監査等報告書に記述したとおり、改善や

留意すべき事項が存在する。今後一層の改善努力を求める。

※ 事業会計ごとの審査内容、意見は後述したとおりである。なお、千円未満の端数処理を

行っているため、差引等の数値が一致しない場合がある。
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水 道 事 業 会 計

１ 経営の状況

（１） 給水業務の状況

ア 給水人口は 27,339 人、前年度に比べて 93 人減少した。

イ 年間有収水量は 2,990,439㎥（前年度3,002,647㎥）で、前年度に比べ 12,208

㎥（0.41％）減少した。

ウ 年間総配水量は 3,518,122㎥（前年度3,538,278㎥）で、前年度に比べ 20,156

㎥減少した。有収率は、85.00％（前年度 84.86％）と前年度に比べ 0.14 ポ

イント上昇した。

エ 年間１人当たりの有収水量は 109.4 ㎥（前年度 109.5 ㎥）で、0.1 ㎥減少

した。

オ 施設利用率 71.93％（前年度 72.14％）、職員１人当り有収水量 1,495,220

㎥（前年度 1,000,882 ㎥）となった。職員が１名減となったことから職員１

人当りの収益性が大きく向上しており、合理化の結果が出た。

今後も人口減による有収水量等の減少も見込まれるため、長期的な展望の

もとでの計画的な事業を推進されたい。

（２） 収益的収支の状況

ア 事業収益は650,383千円、事業費用は523,515千円、その結果、当年度純利益は

126,868千円となった。前年度の121,561千円に比べ5,307千円（4.4％）増加し

た。

イ 当年度未処分利益剰余金は298,807千円と前年度の291,939千円と比べ6,868千

円（2.4％）増加した。

ウ 剰余金処分により126,000千円が減債積立金に留保、121,000千円が自己資本組

入され、翌年度繰越利益剰余金は51,807千円と前年度の50,939千円と比べて868

千円増加した。
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（３） 損益計算書前年度比較

収益総額が 13,887 千円減少したが、費用総額も 19,194 千円減少した結果、

当年度純利益は 5,308千円（4.4％）増加した。

前年度との比較は次表のとおりである。

損益計算書比較 （千円）

（４） 収益的収支予算の執行状況

ア 収入予算に対し決算額は 3,374千円上回り、100.5％の執行率である。

イ 支出予算に対し決算額は 85,902 千円下回り、87.0％の執行率である。

（千円）

※消費税込みの金額

（５） 損益計算書から見る収益構造

ア 営業収益は 590,196 千円で、前年度 604,273 千円と比較し 14,077 千円減

少した。

イ 営業収益に占める給水収益は 582,462 千円 98.7％で、前年度の 98.1％と

比べ 0.6 ポイント上昇した。

ウ 営業収益のうち、その他営業収益5,883千円が前年度比2,906千円減少した

ことで、営業収益に占める給水収益割合の上昇に作用した。

区 分 令和２年度 平成31年度 増 減 増加率

収

益

営業 590,196 604,273 △14,077 △2.3

営業外 60,187 59,997 191 0.3

合計 650,383 664,270 △13,887 △2.1

費

用

営業 478,286 487,946 △9,660 △2.0

営業外 44,593 53,645 △9,052 △16.9

特別損失 636 1,118 △482 △43.1

合計 523,515 542,709 △19,194 △3.5

差

引

営業 111,910 116,327 △4,417 △3.8

営業外 15,594 6,352 9,242 145.5

特別損失 △636 △1,118 482 △43.1

合計 126,868 121,560 5,308 4.4

区 分 予算額（A） 決算額（B） 差引（B-A） 執行率（B/A）

収 入 705,544 708,918 3,374 100.5％

支 出 662,246 576,344 △85,902 87.0％

差 引 43,298 132,574 89,276
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（６） 費用構造

ア 事業費用 523,515 千円の性質別構成割合を見ると、減価償却費 289,637 千

円で費用全体の 55.3％であり、前年度比 2.1 ポイント上昇した。

イ 支払利息は 44,593 千円で費用全体の 8.5％で、前年度比 9,052 千円の減

1.4 ポイント低下した。

ウ 事業費用中の人件費14,460千円の占める割合は2.8％、前年度比 5,104 千円の

減0.8ポイント低下した。

（７） 資本的収支予算の執行状況

ア 資本的収入予算 35,597千円に対し決算額は 41,375 千円で予算額に対して

5,778 千円上回った。

イ 資本的支出予算 426,980 千円に対し決算額 348,577 千円、翌年度繰越額 0

千円で不用額は 78,403 千円となった。

ウ 企業債償還金の決算額は 273,455 千円となり、前年度比 14,997 千円減少

した。

エ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額 307,201 千円は、損益勘定留保

資金 182,373 千円、減債積立金 121,000 千円、当年度消費税及び地方消費税

資本的収支調整額 3,828 千円で補塡された。

資本的収支予算の執行状況 （千円）

※消費税込みの金額

区 分 予算額(A) 決算額(B) 差引(B-A) (うち消費税) 執行率(B/A)

収入 企業債 25,000 25,000 0 － 100.0％

補助金 5,040 5,040 0 － 100.0％

負担金分担金 5,557 11,335 5,778 （818） 204.0％

合 計 35,597 41,375 5,778 （818） 116.2％

支出 建設改良費 153,524 75,121 △78,403 （4,647） 48.9％

企業債償還金 273,456 273,456 0 － 100.0％

合 計 426,980 348,577 78,403

（翌年度繰越

額含む）

（4,647） 81.6％
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（８） 財政の状況

ア 固定資産簿価5,287,401千円で前年度に比べ222,240千円減少した。減価償却が

進み、経年・使用により価値が減少していることが影響している。

イ 現金預金は611,763千円で前年度に比べ 29,171千円増加している。

ウ 負債合計は 2,752,799 千円で前年度に比べ323,672 千円減少し、負債の割合は

46.5％となり前年度に比べ3.8ポイント低下した。

２ 経営効率等・課題の状況

（１） 水道料金の収納と収入未済額及び不納欠損額

上水道調定額 640,708 千円に対し収入済額は 630,574 千円、収納率 98.42％で

前年度の 98.16％と比べて上昇した。

収入未済額は合計で 3,032 件 13,412,167 円、前年度 3,412 件 16,631,201 円に

比べ、件数で 380 件、金額で 3,219,034 円と大きく減少した。不納欠損額は 415,186

円であった。引き続き、上下水道料金センターと連携しながら収納実績の向上に

当たられたい。
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（２） 経営分析指標

ア 経常収支比率 124.39%で前年度 122.65%に比べ 1.74 ポイント増加した。

イ 営業収支比率は 123.57%で前年度 123.94%に比べ 0.37 ポイント低下したが、

依然として高い水準を維持している。

ウ 固定資産構成比率は 89.4％で前年度 90.2％に比べ 0.8 ポイント低下した。

エ 流動資産構成比率は 10.6％で前年度 9.8％に比べ 0.8 ポイント上昇した。

オ 固定資産対長期資本比率は 114.1％で前年度 115.9％に比べ 1.8 ポイント低

下した。

経 営 分 析 指 標

項 目
令和２年度

（％・円）
算 式

経 常 収 支 比 率 124.39%
総 収 益

×100
総 費 用

営 業 収 支 比 率 123.57%
営業収益－受託工事収益

×100
営業費用－受託工事費用

固 定 資 産 構 成 比 率 89.4%
固 定 資 産

×100
総 資 産

流 動 資 産 構 成 比 率 10.6%
流 動 資 産

×100
総 資 産

固定資産対長期資本比率 114.1%
固 定 資 産

×100
資 本 金 ＋ 固 定 負 債 ＋ 剰 余 金

供給単価(１㎥当たり) 194.77 円
給 水 収 益

有 収 水 量

給水原価(１㎥当たり) 154.97 円
（事業費用‐材料売却原価‐受託工事

収益‐長期前受戻入）÷有収水量
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下 水 道 事 業 会 計

１ 経営の状況

（１） 下水業務の状況

ア 行政区域内人口29,822人・処理区域内人口27,566人に対し、水洗化人口は25,875

人で前年度比 3人増加し、水洗化率は93.9％、前年度93.6％に比べ0.3ポイント

増加した。

イ 有収水量は 2,612,928 ㎥で前年度より 39,383 ㎥増加したが、全体の有収率は

78.3％、前年度85.5％に比べ7.2ポイント低下した。

ウ 各事業区分については次表のとおり。現在もなお事業別の格差は認められる。今

後も有収率向上に努められたい。

（２） 収益的収支の状況

ア 事業収益は1,340,174千円、事業費用は1,184,495千円、その結果、当年度純利

益は155,679 千円となった。前年度の137,234 千円に比べ18,445 千円（13.4％）

増加した。

イ 当年度未処分利益剰余金は293,540 千円と前年度の266,080千円と比べ27,460

千円（10.3％）増加した。

ウ 剰余金処分により減債積立金に153,293千円、建設改良積立金に2,385千円留保

し、135,360 千円が自己資本組入され、翌年度繰越利益剰余金は2,502千円と前年

度とほぼ同額であった。

（３） 施設別損益計算書分析

ア 営業収益総額の使用料の占める割合は全体で97.0％となった。使用料の施設別の

割合では、公共下水道74.9％、特定環境保全公共下水道5.1％、農業集落排水17.9％、

コミプラ・合併浄化槽2.1％である。施設毎に負担金・受託工事収益の実態が異な

る。

事 業 区 分 有収率（％）
対前年度

（ポイント）

公共下水道事業 73.9 △9.0

特定環境保全公共下水道事業 105.8 △0.8

農業集落排水事業 92.3 4.4

コミプラ・大型合併浄化槽事業 95.5 △23.2

全 体 78.3 △7.2
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イ 施設別当年度純利益は、次表のとおりである。一層効率化に努められたい。

（千円）

（４） 資本的収支の状況

ア 収入総額は、企業債・出資金・補助金等で678,000千円となった。

イ 支出総額は、1,135,775 千円であり、その内訳は建設改良費249,834 千円、企業

債償還金885,941 千円であり、企業債償還金は支出全体の78.0％となった。

ウ 企業債償還金885,941千円は、前年度870,621千円に比べ15,320千円増加した。

企業債償還金の内訳 （千円）

企業債支払利息の内訳 （千円）

エ 資本的収入額が資本的支出額に不足する額 457,776 千円は、損益勘定留保資金

308,879 千円、減債積立金135,360 千円、当年度消費税及び地方消費税資本的収支

調整額13,537千円で補塡された。

（５） 財政の状況

ア 貸借対照表の固定資産合計（固定資産薄価）23,058,061 千円は前年度23,571,052

千円に比べ512,991千円減少した。

施 設 区 分 当期純利益 構成比

公共下水道事業 126,211 81.1％

特定環境保全公共下水道事業 3,247 2.1％

農業集落排水事業 23,835 15.3％

コミプラ・合併浄化槽事業 2,386 1.5％

合 計 155,679 100.0％

施 設 区 分 元金償還金 前年度金額 増 減

公共下水道事業 663,765 625,548 38,217

特定環境保全公共下水道事業 72,491 70,892 1,599

農業集落排水事業 149,685 174,181 △24,496

全 体 885,941 870,621 15,320

施 設 区 分 支払利息 前年度金額 増 減

公共下水道事業 114,962 138,176 △23,214

特定環境保全公共下水道事業 13,266 16,426 △3,160

農業集落排水事業 25,956 47,359 △21,403

全 体 154,184 201,961 △47,777
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イ 総資産24,094,976千円のうち現金預金965,583千円の占める割合は4.01％と前

年度に比べ79,695 千円増加し、0.43ポイント上昇した。

ウ 資本においては自己資本金6,704,928千円、資本剰余金9,922千円、利益剰余金

316,966千円、合計額7,031,816 千円で前年度6,539,137千円に対して492,679千

円増加した。

２ 経営効率等・課題の状況

（１） 下水道事業使用料の収納と収入未済額及び不納欠損額

ア 下水道事業使用料の収入未済額が次のとおり認められた。合計額3,392件 12,196

千円は、前年度3,754件 13,582千円に比べ362件 1,386千円と大きく減少した。不

納欠損額は683千円であった。引き続き、上下水道料金センターと連携しながら、

同水準を維持し収納実績の向上に当たられたい。

（千円）

区 分 件 収入未済額 不納欠損額

公共下水道事業 2,255 8,318 540

特定環境保全公共下水道事業 665 2,359 107

農業集落排水事業 395 1,339 36

コミュニティ・プラント事業 17 41 0

大型合併浄化槽事業 60 139 0

合 計 3,392 12,196 683
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（２） 経営分析指標

ア 経常収支比率は 113.18％で、前年度 111.39％に比べ 1.79 ポイント増加し

同水準を維持した。

イ 営業収支比率は43.39％で、前年度42.80％に比べ0.59ポイント増加した。

ウ 流動比率は99.62％と前年度92.60％に比べ7.02ポイント増加した。また、

使用料回収率 36.59％も前年度 35.21％に比べ 1.38 ポイント増加し、改善し

た。

エ 処理人口 1人当りの管理運営費 42,939 円と前年度 43,844 円に比べ 905 円

の減となり改善した。

経 営 分 析 指 標

項 目

令和２年度

（％・円） 算 式

水 洗 化 率 93.87%
現在処理区域内人口

×100
現在の水洗化設置人口

使 用 料 単 価 165.75 円
使 用 料 収 入

×100
年 間 有 収 水 量

経 常 収 支 比 率 113.18%
総 収 益

×100
総 費 用

営 業 収 支 比 率 43.39%
営業収益－受託工事収益

×100
営業費用－受託工事費用

流 動 比 率 99.62%
流 動 資 産

×100
流 動 負 債

汚水処理原価(１㎥当り円) 453.00 円
汚 水 処 理 費

年 間 有 収 水 量

使 用 料 回 収 率 36.59%
使 用 料 収 入

×100
汚 水 処 理 費

処理人口 1 人当り管理運営費 42,939 円
管 理 運 営 費

処 理 区 域 内 人 口
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病院事業会計（診療所及び助産所含む）

１ 経営の状況

（１） 収益的収支の状況

ア 事業収益は 1,875,141 千円、事業費用は 1,898,890 千円で当期純損失

23,749 千円となり、前年度 44,214 千円の純利益に比べ 67,963 千円の減と

なった。

イ 事業収益の事業費用に対する割合は 98.7％となり、前年度 102.4％と比べ

3.7 ポイント低下した。

事業収益に対して医業収益が占める割合は 74.7%、前年度 81.3%に比べ 6.6

ポイント低下した。

ウ 一般会計からの繰入金 362,710 千円が事業収益の 19.3％を占め、前年度

の 337,153 千円、17.8％と比べ、金額および割合が増加した。新型コロナウ

イルス感染症対策等補助金が主因である。（21 ページ参照）

エ 医業外収益のうち、一般会計からの繰入金である他会計補助金 177,756 千

円を市民病院 167,753 千円・診療所 1,330 千円・助産所 8,673 千円割り振っ

た。また、他会計負担金 146,613 千円を市民病院 139,513 千円・診療所 7,100

千円割り振った結果、診療所は 24,244 千円の純利益となったが、市民病院

は 20,667 千円、助産所は 27,326 千円の純損失となった。

オ 事業費用について、医業費用は 1,816,191 千円となり、前年度と比べ

35,164 千円の増、医業外費用は 82,249 千円となり、前年度と比べ 12,609

千円の増となった。
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決 算 比 較（１）

（全体） （千円）

決 算 比 較（２－１）

（市民病院） （千円）

区 分
令和２年度

決算額

平成31年度

決算額
増 減

増加率

（％）

収

益

医 業 1,401,079 1,540,925 △139,846 △9.1

医業外 473,612 353,956 119,656 33.8

特別利益 450 0 450 -

合 計 1,875,141 1,894,881 △19,740 △1.0

費

用

医 業 1,816,191 1,781,027 35,164 2.0

医業外 82,249 69,640 12,609 18.1

特別損失 450 0 450 -

合 計 1,898,890 1,850,667 48,223 2.6

差

引

医 業 △415,112 △240,102 △175,010 72.9

医業外 391,363 284,316 107,048 37.7

特別損失 0 0 0 0.0

合計(純損益） △23,749 44,214 △67,963 △153.7

区 分
令和２年度

決算額

平成31年度

決算額
増 減

増加率

（％）

収

益

医 業 1,242,921 1,408,096 △165,175 △11.7

医業外 452,920 335,966 116,954 34.8

特別利益 450 0 450 -

合 計 1,696,291 1,744,062 △7,771 △2.7

費

用

医 業 1,637,980 1,606,008 31,972 2.0

医業外 78,528 66,499 12,029 18.1

特別損失 450 0 450 -

合 計 1,716,958 1,672,507 44,451 2.7

差

引

医 業 △395,059 △197,912 △197,147 99.6

医業外 374,392 269,467 104,925 38.9

特別損失 0 0 0 0.0

合計（純利益） △20,667 71,555 △92,222 △128.9
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決 算 比 較（２－２）

（診療所） （千円）

決 算 比 較（２－３）

（助産所） （千円）

区 分
令和２年度

決算額

平成31年度

決算額
増 減

増加率

（％）

収

益

医 業 118,316 89,728 28,588 31.9

医業外 11,017 8,100 2,917 36.0

特別利益 0 0 0 -

合 計 129,333 97,828 31,505 32.2

費

用

医 業 102,095 98,512 3,583 3.6

医業外 2,994 3,112 △118 △3.8

特別損失 0 0 0 -

合 計 105,089 101,624 3,465 3.4

差

引

医 業 16,221 △8,784 25,005 △284.7

医業外 8,023 4,988 3,035 60.8

特別損失 0 0 0 0.0

合計（純損失） 24,244 △3,796 28,040 △738.7

区 分
令和２年度

決算額

平成31年度

決算額
増 減

増加率

（％）

収

益

医 業 39,842 43,101 △3,259 △7.6

医業外 9,676 9,891 △215 △2.2

特別利益 0 0 0 -

合 計 49,518 52,992 △3,474 △6.6

費

用

医 業 76,116 76,507 △391 △0.5

医業外 727 29 698 -

特別損失 0 0 0 0.0

合 計 76,843 76,536 307 0.4

差

引

医 業 △36,274 △33,406 △2,868 8.6

医業外 8,949 9,862 △913 △9.3

特別損失 0 0 0 0.0

合計（純損失） △27,325 △23,544 △3,781 16.1
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（２） 収益的収支予算の執行状況

令和２年度収益的収支予算の執行状況は下表のとおりである。

収 益 的 収 支 予 算 執 行 状 況

（円）

※消費税込みの金額

（３） 収益構造

収益性質の総収益は 1,875,141 千円で前年度 1,894,881 千円に比べ 19,740 千

円減少した。

収 益 性 質 別 比 較

（円）

区 分 予算額(A) 決算額(B) 差引（B-A）
執行率

(B/A)

医 業 収 益 1,536,442,000 1,417,880,700 △118,561,300 92.3%

医 業 外 収 益 424,393,000 475,123,031 50,730,031 112.0%

特 別 利 益 600,000 450,000 △150,000 75.0%

収 益 合 計 1,961,435,000 1,893,453,731 △67,981,269 96.5%

医 業 費 用 1,998,858,000 1,881,587,257 △117,270,743 94.1%

医 業 外 費 用 33,939,000 33,334,338 △604,662 98.2%

特 別 損 失 1,000,000 450,000 △550,000 45.0%

費 用 合 計 2,033,797,000 1,915,371,595 △118,425,405 94.2%

区分
令和２年度 平成31年度

増 減
増加率

（％）決算額 構成比 決算額 構成比

入 院 収 益 461,649,691 24.6% 560,804,681 29.6% △99,154,990 △17.7

外 来 収 益 701,942,831 37.4% 747,916,623 39.5% △45,973,792 △6.1

他 会 計 負 担 金

（ 医 業 収 益 ）
38,341,000 2.1% 38,341,000 2.0% 0 0.0

そ の 他 医 業 収 益 199,145,111 10.6% 193,862,401 10.2% 5,282,710 2.7

他 会 計 補 助 金

（ 医 業 外 収 益 ）
177,756,000 9.5% 160,000,000 8.4% 17,756,000 11.1

他 会 計 負 担 金 146,613,000 7.8% 138,812,000 7.3% 7,801,000 5.6

長 期 前 受 金 戻 入 433,647 0.0% 433,467 0.0% 180 0.0

資 本 費 繰 入 収 益 44,576,000 2.4% 41,873,000 2.2% 2,703,000 6.5

その他医業外収益 11,507,719 0.6% 12,837,717 0.7% △1,329,998 △10.4

補 助 金 92,726,000 5.0% 0 0.0% 92,726,000 -

特 別 利 益 450,000 0.0% 0 0.0% 450,000 -

合 計 1,875,140,999 100% 1,894,880,889 100% △19,739,890 △1.0
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（４） 費用構造

総費用は 1,898,890 千円で前年度 1,850,667千円に比べ 48,223千円増加した。

資産減耗費の増加が主因である。

費 用 性 質 別 比 較

（円）

（５） 医療業務の状況

ア 市民病院の入院患者数は 14,561 人（１日平均 39.9 人）で前年度 17,456

人（１日平均 47.7 人）と比較して 2,895 人（１日平均 7.8 人）減少した。ま

た、病床稼働率においても 66.5％、前年度 79.5％に比べ 13.0 ポイント減少

した。外来患者は 54,939 人で、前年度 66,576 人と比較して 11,637 人減少し

た。

イ 地域住民健康活動においては、健康診断 4,105 件、人間ドック受診者 708

人で、前年度と比較して、それぞれ 212 件の減、88 人の減となった。

ウ 診療所の患者数は 10,506 人で、前年度に比べ 601 人増加した。令和 31 年

度から常勤医師１名が増加し２人体制になったことによる増加である。

区 分

令和２年度 平成31年度

増 減 増加率

決算額 構成比 決算額 構成比

給 与 費 1,035,656,866 54.5% 1,034,891,889 55.4% 764,977 0.1%

材 料 費 232,819,060 12.2% 226,033,243 12.9% 6,785,817 3.0%

経 費 381,298,545 20.1% 362,367,562 19.5% 18,930,983 5.2%

経費の内（光熱水費） 37,076,843 2.0% 38,784,039 1.9% △1,707,196 △4.4%

〃 （賃借料） 53,163,056 2.8% 57,300,191 3.1% △4,137,135 △7.2%

〃 （委託料） 224,695,452 11.8% 208,005,627 11.0% 16,689,825 8.0%

減 価 償 却 費 146,551,691 7.7% 147,136,107 6.5% △584,416 △0.4%

資 産 減 耗 費 18,257,744 1.0% 6,539,381 1.0% 11,718,363 179.2%

研 究 研 修 費 1,607,181 0.1% 4,058,476 0.2% △2,451,295 △60.4%

支 払 利 息 16,373,891 0.9% 17,659,354 1.0% △1,285,463 △7.3%

消 費 税 11,171,600 0.6% 6,862,800 0.4% 4,308,800 62.8%

雑 支 出 48,914,263 2.6% 39,328,889 2.7% 9,585,374 24.4%

長期前払消費税

勘 定 償 却
5,788,847 0.3% 5,788,847 0.3% 0 0.0%

特 別 損 出 450,000 0.0% 0 0.0% 450,000 -

合 計 1,898,889,688 100% 1,850,666,548 100% 48,223,140 2.6%
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今後も市民病院医師・地域医療部や他医療機関との連携を図り、地域医療

の充実を図られたい。

エ 定期監査改善事項に記述したとおり、幾つかの課題が内在している。設置

者・管理者・事務局との一体的運営のもとで、より一層改革に当たる必要が

ある。

病 床 利 用 状 況

（人）

業 務 件 数

（件）

（６） 資本的収支の状況

負担金収入は 78,350 千円で前年度 41,873 千円に比べ 36,477 千円増加した。

このうち 33,774 千円は新型コロナウイルス感染症対策関係の負担金である。

これに対する支出は、建設改良費 62,764 千円及び企業債元金償還金 187,001

千円に充てられた。

区 分 令和２年度 平成 31 年度 増 減 増加率

年 延 病 床 数 21,900 21,960 △60 △0.3％

年 延 入 院 患 者 数 14,561 17,456 △2,895 △16.6％

１日平均在院患者数 39.9 47.7 △7.8 △16.3％

病 床 稼 働 率 66.5 79.5 △13.0 △16.3％

区 分 令和２年度 平成 31 年度 増 減 増加率

検 査 197,847 226,302 △28,455 △12.6％

放 射 線 10,690 12,105 △1,415 △11.7％

手 術 57 81 △24 △29.6％

健 康 診 断 4,105 4,317 △212 △4.9％

人 間 ド ッ ク 708 796 △88 △11.1％
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２ 経営効率の状況

（１） 財務の状況

ア 貸借対照表中、資産合計額は 2,684,407 千円で、前年度と比べ 32,814 千

円減少した。

イ 流動資産は、現金預金 34,925 千円、未収金 279,528 千円で、貯蔵品その

他を合わせた合計額は 361,295 千円となり、前年度に比べ 68,540 千円増加

した。

ウ 流動負債は、未払金が前年度 70,960 千円から 110,642 千円と増加し、流

動負債の合計額は 432,611 千円となり、前年度に比べ 93,320 千円増加した。

エ 資産、負債、資本の項目別構成割合は下表のとおりである。

資 産 の 状 況

（円）

区 分

令和２年度 平成31年度 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 増 減 増加率

土 地 177,333,661 6.6% 177,333,661 6.5% 0 0.0%

建 物 1,425,208,559 53.1% 1,474,321,593 54.3% △49,113,034 △3.3%

構 築 物 30,718,108 1.1% 33,799,024 1.2% △3,080,916 △9.1%

工具器具備品 689,455,371 25.7% 738,615,631 27.2% △49,160,260 △6.7%

車 輌 124,126 0.0% 124,126 0.0% 0 0.0%

電 話 加 入 権 271,595 0.0% 271,595 0.0% 0 0.0%

固 定 資 産 計 2,323,111,420 86.5% 2,424,465,630 89.2% △101,354,210 △4.2%

現 金 預 金 34,924,510 1.3% 48,535,033 1.8% △13,610,523 △28.0%

未 収 金 279,527,857
10.4%

195,586,362
7.2% 83,941,495 42.9%

貸 倒 引 当 金 △1,000,000 △1,000,000

貯 蔵 品 30,476,348 1.1% 26,478,111 1.0% 3,998,237 15.1%

そ の 他 17,366,541 0.7% 23,155,388 0.9% △5,788,847 △25.0%

流 動 資 産 計 361,295,256 13.5% 292,754,894 10.8% 68,540,362 23.4%

資 産 合 計 2,684,406,676 100% 2,717,220,524 100% △32,813,848 △1.2%
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負 債 ・ 資 本 の 状 況

（円）

（２） 経営分析指標

ア 経常収支比率 98.7％であり、当期純損失 23,749 千円となった。医業収支

比率は 77.1％であり、前年度を下回った。

イ 経営分析指標の数値は、全国公立病院（ベッド数 50～100 床：黒字病院）

の平均値と比較すると、上回っている項目があるものの、平均を下回ってい

る項目も見受けられるため、今後も経営効率化に向けた取り組みが望まれる。

区分

令和２年度 平成 31年度 増 減

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 増加率

企 業 債 1,128,170,068 42.0% 1,263,895,133 46.5% △135,725,065 △10.7%

他会計借入 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

リース債務 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

固定負債計 1,128,170,068 42.0% 1,263,895,133 46.5% △135,725,065 △10.7%

企 業 債 166,325,065 6.2% 187,001,356 6.9% △20,676,291 △11.1%

未 払 金 110,641,773 4.1% 70,959,929 2.6% 39,681,844 55.9%

引 当 金 55,644,000 2.1% 51,330,000 1.9% 4,314,000 8.4%

一時借入金 100,000,000 3.7% 30,000,000 1.1% 70,000,000 233.3%

流動負債計 432,610,838 16.1% 339,291,285 12.5% 93,319,553 27.5%

繰延収益計 35,094,992 1.3% 1,754,639 0.1% 33,340,353 1900.1%

負 債 合 計 1,595,875,898 59.4% 1,604,941,057 59.1% △9,065,159 △0.6%

資 本 金 925,742,676 34.5% 925,742,676 34.1% 0 0.0%

剰 余 金 162,788,102 6.1% 186,536,791 6.9% △23,748,689 △12.7%

資 本 合 計 1,088,530,778 40.6% 1,112,279,467 40.9% △23,748,689 △2.1%

負債資本合計 2,684,406,676 100% 2,717,220,524 100% △32,813,848 △1.2%
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経 営 分 析 指 標

※総務省「平成 31 年度地方公営企業年鑑」から抜粋

３ 経営効率等・課題の状況

（１） 診療費未収金（患者負担分）の解消と不納欠損金

令和２年度末までの診療費未収金（患者負担分：現金）の累計は、病院と診療所を

合わせて385件 7,410,362 円である。前年度と比べ86件、618,670円増加している。

基準日を変更していることも影響しているが、不納欠損防止のため、回収対策を早急

に講じることが必要である。

なお、当年度末において2件、63,700円の不納欠損額を認めた。

（２） 病院事業経営革新に向けての実践課題

実践課題については、令和３年度定期監査報告書に記述したとおりであるが、今

後引続き粘り強く、地道に取組むことが重要と思われる。

項 目

病院事業全体 全国公立病

院(50以上100

床未満）平均※令和２年度 平成 31 年度 平成 30 年度

経 常 収 支 比 率 98.7％ 102.4% 102.6% 103.8%

医 業 収 支 比 率 77.1％ 86.5% 87.5% 81.1%

他会計繰入金対医業収益比率 25.9％ 24.6% 24.4% 32.9%

病 床 稼 働 率 66.5% 79.5% 76.8% 65.9%

１ 日 平 均 患 者 数
入 院 39.9 人 47.7 人 46.1 人 48 人

外 来 269.3 人 316.0 人 320.4 人 138 人

患 者 １ 人 当 た り

診 療 収 入

入 院 31,705円 32,127円 32,178円 24,835円

外 来 10,726円 9,779円 9,765円 8,445円

職員１人１日当たり

診 療 収 入

医 師 341,630円 275,636円 262,964円 315,462円

看護部門 53,746円 50,270円 50,132円 43,904円

病床 1 0 0 床当たり

職 員 数 （ 換 算 ）

医 師 16.7人 18.3 人 18.3 人 8.3 人

看護部門 138.3人 126.3 人 120.7 人 47.6 人

全 体 240.0人 215.3 人 212.0 人 118.6 人
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（３） 一般会計からの繰入金受入の状況

（千円）

一般会計からの繰入金（交付税措置分等を含む）の合計は、収益的収入と資本的収

入を合わせて441,060 千円となり、前年度と比較して62,034千円増加したが、そのう

ち新型コロナウイルス感染症に関するものが51,530 千円と増加分の大半を占めてい

る。今後も第３次経営改善計画に基づき、引き続き経営の健全化に向けて取り組んで

いくことが必要である。

以上

収入 内 容 令和２年度 平成31年度 増 減

収

益

的

収

入

救急医療の確保経費 38,341 38,341 0

企業債利子償還金 6,890 6,894 △4

不採算地区病院の運営経費 107,858 100,972 6,886

公立病院附属診療所の運営経費 7,100 7,100 0

児童手当費用負担経費 3,995 4,010 △15

共済追加費用負担経費他 1,852 2,156 △304

固定資産減価償却分の補填(建物、市費) 90,050 92,000 △1,950

経営健全化対策経費 69,950 68,000 1,950

医師確保対策経費 18,918 17,680 1,238

新型コロナウイルス感染症対策等補助金 17,756 0 17,756

小 計

（うち、市費）

362,710

（160,000）

337,153

（160,000）

25,557

（0）

資

収本

入的

企業債元金償還金 44,576 41,873 2,703

新型コロナウイルス感染症対策関係 33,774 0 33,774

小 計 78,350 41,873 36,477

合 計 441,060 379,026 62,034


